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固定資産税は、市町村を支える基幹税目として重要な役割を果たしてきております

が、課税情報の公開の促進等を背景に、固定資産税制度や資産評価に対する納税者の関

心はますます高まっております。 

当評価センターは、昭和５３年５月設立以来、調査研究事業を主要事業として位置付

け地方公共団体に固定資産税に関し必要な情報を提供してまいりました。 

本事業では、その時々の固定資産税を巡る諸課題をテーマに、学識経験者、地方団体

の関係者等をもって構成する研究委員会を設け調査研究を行っておりますが、本年度は

４つの調査研究委員会において、固定資産税制度、固定資産評価制度に関して、専門的

な調査研究を行ってまいりました。 

このうち資産評価システムに関する調査研究委員会においては、「家屋評価における

情報化技術の活用可能性」についての調査研究を行いました。 

ここに、その調査研究結果がまとまりましたので、研究報告書として公表する運びと

なりました。つきましては、熱心にご研究、ご審議いただいた委員の皆様や関係の方々

に対し、心から感謝申し上げます。 

当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実を図るとともに、

地方団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方団体をはじめ関

係団体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。 

  

 

平成３１年３月 

 

                             一般財団法人資産評価システム研究センター 

                               理 事 長     細 谷  芳 郎 
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○ 第１回委員会〔平成３０年５月２３日（水）〕 
議題 （１）平成３０年度調査研究テーマ・スケジュールについて 

（２）ＢＩＭの基本性能について 
（３）評価作業の現状と効率化が期待される作業について 
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Ⅰ 調査研究の目的・背景 

 

固定資産税における家屋の評価方法は、再建築価格方式が採用されている。再建

築価格方式は、同じ時期に同一の資材を用いて造られた同規模の家屋は、ほぼ同様

の評価額となることから、家屋の評価を均衡の取れた適正なものとする優れた評価

方法であるが、仕組みが複雑であるとの声が寄せられており、これまで累次にわた

り、評点項目の整理統合など簡素化が図られてきたが、さらなる評価方法の簡素  

化・合理化が求められているところである。 

このような中、資産評価システム研究センターでは、平成29年度の固定資産税制

度に関する調査研究委員会において、現行の部分別評価による積算過程を効率化す

る方法として、ＢＩＭ（Building Information Modering）等の情報化技術の活用に

よる評価作業の簡素化の可能性について検討されたところ、評点項目に必要な情報

がＢＩＭの属性情報でカバーされていれば、両者を結びつけるシステム構築により

課税庁の積算作業が効率化され、特に大規模な事業用家屋の評価の大幅な簡素化が

期待されることから、引き続き検討することとされたところである。 

これを受けて、平成30年度において、新たに学識経験者のほか、ＢＩＭを活用し

ている建設会社等の民間企業や、評価を行う自治体の委員からなる「資産評価シス

テムに関する調査研究委員会」を立ち上げ、情報化技術のうちＢＩＭに焦点をあて

て、その基本性能や活用状況、固定資産の評価への活用可能性等について研究を行

うこととした。 
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Ⅱ 大規模事業用家屋の評価事務の現状と課題 

 

（１） 大規模事業用家屋の評価方法 

非木造家屋の評点付設の方法には、使用資材等の数量が明確な場合に用いられる計

算の方法（以下「明確計算」という。）と、使用資材等の数量が不明確な場合に用いら

れる計算の方法（以下「不明確計算」という。）の２つがある。 

明確計算は、見積書や竣工図等の資料や実地調査から使用資材等の数量が把握でき

る場合の評価方法で、固定資産評価基準別表第12の２に定める「単位当たり標準評点

数」に、使用資材等の数量を乗じて標準評点数を求めることとされている。明確計算の

場合は、施工量に関する補正を行う必要がなく、「施工の程度」について必要がある場

合のみ、適宜補正を行う。 

一方、不明確計算は、使用資材等の数量が把握できない場合の評価方法であり、各

評点項目の標準量に応じて評点を付設する方法である。 

大規模事業用家屋の場合には、所有者等から見積書や竣工図等の資料の提供を受け、

それらの資料を基に明確計算によって評点付設を行う例が多い。 

 

 

 （参考） 固定資産評価基準における明確計算の根拠規定 

 

固定資産評価基準第2章第3節二4 

(4) 各部分別に再建築費評点数を求める場合において、各部分の使用資材等の数量が

明確なときは、当該使用資材等に適用されるべき標準評点数に当該数量を乗じて当

該部分の再建築費評点数を求めるものとする。この場合において、当該数量を乗じ

る標準評点数は「単位当たり標準評点数」（別表第12の２）に定める標準評点数と

する。なお、「単位当たり標準評点数」について所要の評点項目及び標準評点数が

ないとき、その他家屋の実態からみて特に必要があるときは、「単位当たり標準評

点数」について所要の補正を行い、これを適用することができるものとする。 
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⑥ 評価項目との紐付け 

①  対象家屋の把握 

⑤ 家屋として評価する資材

の拾い出し 

④ 実地調査 

⑧ 計算後の点検・決裁 

③  資料借用・返却 

②  調査協力依頼 

⑦ 建築設備の設置箇所の確

認及び数量の把握 

（２） 大規模事業用家屋の評価事務の流れ 

明確計算によって評価を行う場合の事務の流れは、おおむね以下のとおりである。 

 

＜評価事務の流れの例＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 対象家屋の外観や内部の使用資材等を実際に

確認するため、実地調査を行う。 

 建築確認申請、登記、現地調査、航空写真等の

情報により、新築・増改築家屋（対象家屋）を

把握する。 

 所有者等に調査協力を依頼し、見積書・竣工図

等の評価資料の借用について調整する。 

 見積書・竣工図等から家屋として評価する資材

と数量を拾い出し、部分別に分類する。 

 拾い出した資材名を、該当する評価基準の評点

項目と紐付ける。 

 所有者等から見積書・竣工図等評価資料を借用

し、必要な部分についてコピーを作成する。 

 積み上げた評点数を計算後、点検・決裁を行う。 

 竣工図から、建築設備の設置箇所と数量、対象

面積等を確認する。 
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一連の評価事務の流れの中で作業量が多い手順は、主に家屋として評価する資材の

拾い出し、評点項目との紐付け、建築設備の設置箇所の確認及び数量の把握に係る作業

であり、具体的には以下のような手順で事務が進められている。 

   

 【家屋として評価する資材の拾い出し】 

    見積書の工事別内訳書に記載されている使用資材等について、家屋として拾い出

しが必要な資材であるか否かを判断した上で、数量を拾い出し、その資材が評価基

準のどの部分別に該当する資材であるかを整理する。 

なお、単位当たり標準評点数は、資材費及び労務費のほか取り付け下地の工事費も

含めて積算されており、仕上げなど表面に見える資材の評点を付設することで下地

の資材も含まれることとなるため、拾い出しには注意が必要である。 

また、建築設備については、テナントが所有する設備や、特定の生産又は業務の用

に供される設備は償却資産となることから、家屋と償却資産との仕分け作業も必要

となる。 

 

【評点項目との紐付け】 

     家屋として拾い出す必要がある資材については、評点基準表の評点項目にあては

める作業を行うが、見積書には一般的な資材名ではなく商品名で記載されることが

多く、当該商品がどの評点項目に該当するかという判断が必要になる。また、評点基

準表の評点項目は建築資材を網羅的に示しているものではないため、使用資材に該

当する評点項目がないものも少なくなく、そのような場合には、他の用途の建物の評

点基準表に該当する資材の評点項目が示されているものの標準量等の相違を考慮し

た上で転用するなどにより評価する必要がある。 

 

 【建築設備の設置箇所の確認及び数量の把握】 

事業用家屋の場合、多種多様な設備が施工されることが多いが、設備ごとに竣工

図等から設置箇所、数量、面積等を手作業で計測・確認していく作業が必要となる。 
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（３） 大規模事業用家屋の評価に要する時間 

大規模な事業用家屋は、住居用と比較すると、建物構造が複雑で使用資材の種類も

多く、階層ごとに用途や仕様が異なることもあることから、同じ床面積の建物でも作

業時間が長くなる傾向にある。 

 

ある自治体の例では、主に見積書から作業を行う「主体構造部」ほかの評価、主

に竣工図から作業を行う「建築設備」の評価、資料賃借や現地調査等の「調整・点

検」に係る作業について、3,000 ㎡、5,000 ㎡、10,000 ㎡の建物のそれぞれの作業時

間は以下のとおりであり、建物規模が大きくなるほど、特に建築設備の評価に係る

作業時間が増加するとのことであった。 
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また、他の自治体では、床面積が 240,000 ㎡程度の大規模な事業用家屋の場合、竣

工から評価完了まで２年近く費やした例があった。事業主による竣工図の作成に８ヶ

月を要したことと、その後の課税庁における評価作業において、施工量調査と評価計

算に約 11 ヶ月の期間を要したことが主な要因である。 

 

＜作業期間の例：床面積約 240,000 ㎡＞ 

 

  

1月目 2月目 ～ 8月目 9月目 10月目 11月目 12月目 13月目 14月目 15月目 16月目 17月目 18月目 19月目 20月目 21月目 22月目

1 家屋の竣工 ○

2 表示登記 ○

3 竣工図の作成

4
竣工図を含む
建築図書の借用

○ ☆ ☆

5
建築図書による施工
量調査・評価計算

6 現地調査 ○

7
家屋計算書の
作成・価格の決定

○

8
資料返却・
税額等の説明

○

※ “☆”…　追加・変更工事があったため、それらの書類についても評価計算途中に借用した。

所要期間

事

業

主

項目

評
　
価
　
庁

約１１ヶ月

家屋の竣工～評価完了までの期間 ： 約１年１０ヶ月

約８ヶ月
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（４）検討の方向性 

以上のような現状と課題を踏まえ、本研究会においては、自治体における評価作業

の手順に着目し、その手順の中で、建築業界において活用が進んでいるＢＩＭという情

報化技術を活用することにより、大規模事業用家屋の評価作業の効率化が図られない

か可能性を調査検討することとした。 
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Ⅲ ＢＩＭの基本性能と活用状況等 

 

  建築分野で活用が進んでいる「ＢＩＭ」（Building Information Modeling）は、「コ

ンピュータ上に作成した３次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様・

性能、仕上げ等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築すること」とされ、

従来使われてきたＣＡＤ（Computer Aided Design）と異なり、資材の属性情報を持つこ

とが可能である。このＢＩＭの属性情報等を家屋評価に活用することで、評価作業の効率

化につながる可能性を検討する。 

 

（１）ＢＩＭの基本性能 

    ＢＩＭは、コンピューター上に作成した３次元の形状情報に、室等の名称・面積、

材料・部材の仕様・性能、仕上げ等様々な建築情報を追加した建物モデルで、企画、設

計、施工から維持管理など建築のライフサイクルを通じて活用できるワークフローで

ある。 

 

  

図出典：日建設計 

＜ＢＩＭモデルのイメージ＞ 
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図出典：日建設計 

図出典：日建設計 

  ○ ＢＩＭのメリットとして、以下の点が挙げられる。 

   ・設計内容の可視化 

３次元の建物モデルを活用することで、設計の透明性・説明性が高まり、関係者

間の意思決定が迅速になる。 

   ・建物情報の入力・整合性確認 

施工前において整合性が確保され、手戻りリスクが回避される。 

   ・建物情報の統合・一元化 

設計や建築に関する情報を集約した建物情報モデルが構築され、施設の運営や

維持管理に活用することができる。 

 

  ○ 従来のＣＡＤは手書きしていた図面をデジタルデータに置き換えただけのもので

あったのに対し、ＢＩＭは柱・壁・床・窓などの建物部材のオブジェクトに属性情

報を持たせることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＢＩＭは、作成及び利用の目的に応じて必要となる情報の詳細度が異なり、その

詳細度合いは「ＬＯＤ」（Level Of Detail又はLevel Of Development）で表される。

一般的に、建築のフェーズが進むにつれて情報量が多く、詳細になり、基本設計段

階はＬＯＤ200、実施設計段階ではＬＯＤ300、施工段階ではＬＯＤ400というように、

ＬＯＤが高くなる。 
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（２）ＢＩＭの活用状況 

ＢＩＭは、建物の企画、設計、施工から維持管理など建築のライフサイクルを通じ

ての活用が可能なワークフローであるが、現在の国内のＢＩＭの活用状況ではすべて

のフェーズでの活用には至っておらず、各フェーズにおいてそれぞれの必要に応じた

ＬＯＤのＢＩＭが作成・活用されている状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  各フェーズでのＢＩＭの活用状況は、以下のとおりである。 

 

 

 

                    

 

 

 

   

 

 

     （ＬＯＤ400）        （ＬＯＤ200）         

活用状況：× 

海外では、発注段階でＢ

ＩＭの活用について整理

される事例があるが、国

内ではほとんどない。 

発注 基本設計 実施設計 

施工 維持管理 

活用状況：○ 

面積表の作成やパースの 

同時作成等メリットが大 

きく、活用が進んでいる。 

活用状況：○ 

現場の生産性向上が求

められる中、活用が進

んでいる。 

活用状況：△ 

施工フェーズからの情

報の連携はまだ例は少

ない。 

活用状況：△ 

設計図は見積もりのためで

はなく、詳細なモデル化は

求められない。 

建築確認申請ではＢＩＭに

よる事前相談の事例が出始

めている。 

図出典：日建設計 

（ＬＯＤ200）      （ＬＯＤ300） 
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国内のＢＩＭの活用について、以下のような特徴がみられることが報告された。 

 

① 発注段階のＢＩＭ 

現在の活用状況において、建築プロジェクトの発注段階でＢＩＭに入力すべき情報

等が整理され、発注者からＢＩＭの作成が発注されるような事例は、国内ではまだ少

ない。 

海外の事例では、発注者がＢＩＭのメリットを理解し、発注者が先導してＢＩＭに

取り組む流れがある。発注時にＢＥＰ（ＢＩＭ実行計画）と呼ばれる計画によってＢ

ＩＭの目的、範囲、ＬＯＤ及びコード等を予め整理した上で発注され、受注者は発注

者が求めるＢＩＭモデルを作成する。 

 

② 設計ＢＩＭと施工ＢＩＭ 

現在の活用状況においては、設計用のＢＩＭと施工用のＢＩＭが存在している。 

設計ＢＩＭには、基本的に積算に用いる図面の作成に必要となる情報が入力され、

施工ＢＩＭには、設備や配管の詳細な情報を含む施工に必要となる情報が入力されて

いる。必要とされる情報や詳細度が異なるため、設計ＢＩＭと施工ＢＩＭはそれぞれ

別途作成されている状況であり、設計フェーズから施工フェーズにＢＩＭデータを引

き継ぐ例はまだ少なく、ＢＩＭ情報の流通度は高くないといえる。 

 

③ 竣工時のＢＩＭ 

現在の２次元の竣工図は、設計部門において、設計図面に施工の情報を反映させた

形で作成し、発注者に納品することが多いようであるが、竣工図等の完成後の建物に

係る情報として、竣工時のＢＩＭが納品される例は国内では少なく、現状では竣工時

のＢＩＭは必要とされていないため、作成されるケースは少ない状況とのことであっ

た。 
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2018 年版 
UniFormat 

2018 年版 
MasterFormat 

④ ＢＩＭの活用に係る資材コード 

国内の現状では、資材のコード体系は標準化されていない。ＢＩＭデータを異なる

フェーズや関係者等で共有するためには、受け渡しのルールづくりが必要であり、そ

の中でコード体系の整備が求められている。 

例えば海外の事例では、米国の建設仕様書協会が制定している分類コード体系

（OmniClass、UniFormat、MasterFormat）を組み合わせることで、ＢＩＭのオブジェ

クトを正確に定義することが可能である。 

OmniClassはオブジェクトの属性を規定するコード、UniFormatは部位を規定し、建

築物のどの部位に使用されているかを表すコード、MasterFormatは工種を定義するコ

ードとなっている。次の例で、「柱」をこれらのコードを組み合わせて表すと、「床・

柱構法の地上躯体の一般階の構造体に使用されている現場打ちコンクリート」である

ことが分かる。 

 

OmniClass™：オブジェクトの属性を定義するコード 

架構 － 構造体 － 柱・床構法 － 柱 

UniFormat™：部位別積算書式 

躯体 － 一般階 － 構造体 

MasterFormat®：仕様の標準分類コード 

コンクリート － 現場打ちコンクリート 

 

  

また、UniFormatは「部位別積算内訳書式」と訳され、コードと紐付いた単価が設

定されているため、集計することで部位別の積算やコスト計算ができる。 

MasterFormatは、より細かく材料別に単価が規定されており、例えば「クロス」、

「壁紙」と表現されていても、MasterFormatのコードが同じであれば、同一の資材で

あると判断できる。 

今後、国内においてコード体系が標準化さ

れ、ＢＩＭに各資材のコードが入力されるこ

とで、資材の詳細な属性や単価に係る情報、

部位別の情報（施工箇所）が明確に把握でき

ることとなり、部位別の分類集計やコスト計

算も可能となると考えられる。 

 

 

この柱は、「柱・床構

法の地上躯体の一般階

の構造体に使用されて

いる現場打ちコンクリ

ート」であることが分

かる。 
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（３）今後のＢＩＭの活用 

 今後のＢＩＭの活用に係る検討状況等について、以下のとおり報告された。 

 

○ 建物に係る建築情報は、設計から施工といった次の

フェーズに連携した活用はされておらず、作業面のロ

スが生じている。 

今後は、ＢＩＭによる建築情報を次のフェーズに引

き継ぎ、設計から施工、維持管理にいたるまで一貫し

てＢＩＭを活用していく方向が望ましいと考えられて

いるが、そのためには、発注段階のＢＩＭの整理、コ

ード体系の標準化を含むＢＩＭデータの受け渡しのた

めの仕組みやルールづくり等が必要となる。 

 

 

 

  ○ ＢＩＭを建築のデータベースとして、建物のライフサイクルを通じて活用すると

考えると、ＬＯＤ200 程度のデータベースが常にあって、各段階で必要に応じた

ＬＯＤのＢＩＭモデルを使うという活用が望ましいと考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 建物の所有者等が、竣工時のＢＩＭ情報を保有することで、容易に資材の情報や

設備の耐用年数等の把握することができ、修繕等の情報を適宜更新してＢＩＭをデ

ータベースとして活用することができる。ＢＩＭによって将来にわたり、計画的に

維持管理ができることで、建物としての資産価値を高めることとなると考えられ、

図出典：日建設計 

図出典：日建設計 
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海外では、発注者がＢＥＰによってＢＩＭモデルの納品を受けて、建物完成後も活

用する事例がみられる。 

 

○ この点については、委員から以下のような意見があった。 

 

【各委員の主な意見】 

○  発注段階でのＢＩＭの活用の整理は施主だけでは難しいので、コンサルティング

や建築知識を活用したマネジメントを行うための学問として検討される必要があ

る。 

○  現状では発注時点でのＢＥＰが明確でなく、施工者が設計者、設計者が所有者に

あらゆるデータを受け渡す仕組みになっていないため、ＬＯＤを下げた受け渡しが

行われている。 

○  資産評価に活用するにはＬＯＤ200～300 程度が必要かと思われる。 

○  ＢＩＭを資産評価に活用するためには、資産評価に必要な情報の整理とＢＩＭモ

デルのあり方について考える必要がある。 

○  設計や施工の為に使用していたＢＩＭ を資産評価に使うためには必要なデータ

を追加する必要があるのではないか。必ずしもコスト算出を目的にＢＩＭを構築し

ていないため、分類集計を行うためのコードが入力されておらず、そのコード体系

もない。 

○  資産評価として必要なデータのあり方が分かれば、データとして入れることは技

術的に可能だが、誰が入れるか、費用はどうするのかという問題がある。 
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＜参考＞国におけるＢＩＭ活用促進の動き 

国においては、平成26年に国土交通省において、官庁営繕工事におけるＢＩＭの活

用について規定するＢＩＭガイドラインが策定され、設計段階のＢＩＭの活用につい

て規定された。 

最近では、「未来投資戦略2018」にＢＩＭの活用の推進について規定され、平成30

年８月にＢＩＭガイドラインが改定されている。 

 

○未来投資戦略2018（平成30年６月閣議決定） 

   ・ ＢＩＭ/ＣＩＭ 活用を進めるため、本年度より、ダムや橋梁などの大規模構造

物において３次元設計を拡大する。また、官庁営繕工事において、本年度中に施

工段階のＢＩＭ をはじめとした施工合理化技術の採用を発注者側が指定する試

行を行い、発注・完成時の評価項目への反映を行うとともに、ＢＩＭ ガイドラ

インを改定する。 

・ 民間発注を含めた建築工事全体でのＢＩＭ 普及に向けて、民間事業者等と連

携し、建築物の設計・施工・管理の各段階におけるＢＩＭ 活用の手順や共有す

るモデルの属性情報の整理等について課題抽出を行うとともに、ＢＩＭ の有効

性等の普及啓発方策を検討し実施する。 

 

○ＢＩＭガイドラインの改定（国土交通省）（平成30年８月） 

・ ＢＩＭガイドラインは、国交省が官庁営繕事業におけるＢＩＭモデルの作成及

び利用に関して基本的な考え方や留意事項を示したものであり、今回の改定では、

発注者指定等によるＢＩＭ活用の対応、施工段階におけるＢＩＭ活用方法の充実

に加え、ＢＩＭ適用事業における成果品作成の手引き（案）が示された。 

・ 手引き（案）では、設計業務や工事においてＢＩＭを成果品として提出する場

合の成果品の作成方法や確認方法が定められている。 
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Ⅳ ＢＩＭの固定資産評価への活用可能性 

  ＢＩＭによる評価作業の効率化の実現可能性と課題を検討する。 

    

（１） ＢＩＭによる仕分け・拾い出し、資材名と評点項目との紐付け 

○ ＢＩＭによる仕分け・拾い出し 

 

 

 

 

 

   ＢＩＭの機能によって、家屋として数量の拾い出しが必要となる資材を抽出し

た上で出力できれば、評価作業の効率化につながる。そのためにはＢＩＭに拾い

出しのルールを入力する必要があると考えられるが、拾い出しのルールは固定資

産評価基準によって自治体で個別の項目に応じて判断している部分もある。どの

ような拾い出しのルールを誰が作成し、ＢＩＭに登録するかが問題となる。 

 

○ ＢＩＭによる資材名と評点項目との紐付け 

 

 

 

  ＢＩＭに資材名と評点項目の紐付けのルールを登録することで、自動紐付けで

きれば、評価作業の効率化につながるが、現状では資材名のコードが体系化され

ていない。今後、コードが体系化され、ＢＩＭにおいて資材がコードで管理され

るようになれば、当該コードと評点項目との紐付けルールが整理されることで、

自動紐付けを検討できる可能性があるが、その紐付けルールを誰が作成するかが

問題となる。 

 

○ この点については、委員から次のような意見があった。 

  

・見積書、建築図面等を電子データ（Excel、CSV 等）で入手 

・仕分け基準や拾い出し項目をシステムに登録することで、見積書データを取り

込むだけで仕分けや必要項目の抽出を可能にできないか。 

・資材名データと評点項目の自動紐付けができないか。 
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【各委員の主な意見】  

○  現状は、見積書のデータが家屋評価の対象か、拾い出しの対象項目か否かは評価

員が判断している。例えば下地の上にクロスが貼られている場合、見積書にはクロ

スと石膏ボードと記載されているが、拾うのはクロスのみで石膏ボードは拾わない。

塗装がされている場合には、石膏ボードの数量を拾い、塗装の点数を加算すること

となる。それらを見積書から個別に判断しているのが現状である。 

○  拾い出しをするには、どの項目が評価基準上必要であって必要でないかという判

断が伴い、この判断をしなければ拾い出しに関するプログラムは作れない。評価基

準や評価作業に習熟したしかるべき者がきちんと監修してプログラムを作成し、こ

の拾い出しのプログラムは適正であると認証されたものであることが必須であると

思う。 

○  評点項目との紐付けについては、資材と評点項目の対応関係が整理され、それを

参照できるならば可能だが、その対応関係の整理を誰が行うのか、登録や管理はど

こが担うのかが問題となる。評価替えごとに紐付けの見直しも必要となるので、シ

ステム化は課題が多いのではないか。 

○  拾い出しの次の段階として、評点項目への当てはめは公権力の行使そのものの作

業となってくるため、責任を伴ったプログラムが必要になってくるのだろうと考え

る。経験と知識を持ってオーソライズが可能であると多くの自治体において考えら

れるような公的機関が監修して、当てはめのプログラムを作れば、あとは、規則性の

あるデータを提供いただける状態が整うことで、このようなシステム的な評価が可

能となる条件が整うのではないか。  
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（２） ＢＩＭからの資材の数量の拾い出し 

 

    各部分別の項目の資材数量のＢＩＭへの入力情報に関する設計会社による分析結

果は、以下のとおりである。 

（○：数値化可能 △：追加入力作業が必要 ×：数量が入力されていない） 

部分別等 計算単位 
ＢＩＭから

の数値化 
備  考 

主体構造部 
鉄骨量、鉄筋量、コ
ンクリート使用量等 

△ 
増し打ち等の部分が入力されない可能性

があるため、数量の補正が必要。 

屋根構造（型枠以外） 

屋根構造（型枠） 
施工面積 

○ 

× 

意匠ＢＩＭには、型枠情報は入力しな
い。 

床構造（型枠以外） 

床構造（型枠） 
施工面積 

○ 

× 

意匠ＢＩＭには、型枠情報は入力しな
い。 

加算・免震装置 基数 ○  

基礎工事（根切り） 

基礎工事（杭打ち） 

地階・建床面積 

本数 

△ 

× 

土量や地盤の情報は入力しないため、追

加入力が必要。 

杭打ちは入力しない。 

外周壁骨組 施工面積 ○  

間仕切骨組 施工面積 ○  

外部仕上 仕上面積 ○  

内部仕上 仕上面積 △ 開口部を除くことはできない。 

床仕上 仕上面積 ○  

天井仕上 仕上面積 ○  

屋根仕上 仕上面積 ○  

加算・表面仕上(外装) 

加算・表面仕上(内装) 
仕上面積 

○ 

△ 

外装は可能だが、内装は開口部を除くこ
とができない。 

加算・下地等 仕上面積 △ 
外装は可能だが、内装は開口部を除くこ
とができない。 

建具 建具面積 ○  

建築設備（電気設備） 

評点項目による 

△ 

又は 

× 

負荷や数量について、全ての部材を識別
できるようなモデルの入力が必要。 

対象床面積の算出には、範囲と部屋名の
関連づけが必要であるが、手動で設定す
る必要がある。 

配線について、今のBIMは縦系の考え方
が弱く、現状では配線方法等で表現でき
ないものがある。 

機器の操作・制御に関する情報は設計
BIMには入力されていない。 

建築設備（衛生設備） 

建築設備（防災設備） 

建築設備（運搬設備） 

・ＢＩＭの技術により、数量の拾い出しを効率的にできないか。 
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また、ＢＩＭから数量情報を集計・出力することで、評価作業の効率化につながる

と考えられる部分についての設計会社の分析は、以下のとおりである。 

（○：可能 △：追加作業が必要） 

 

  ○ 多くの項目がＢＩＭから数量把握が可能とされており、評価作業で数量の確認に

手間を要している部分でＢＩＭの数量を活用することができれば、積算作業の効率

化につながると考えられる。一方で、特に建築設備の数量把握や資材等の数量の集

計では、ＢＩＭに補正入力が必要とされる項目が多い。ＢＩＭに補正入力が必要と

されている項目は、現在必要とされてない情報であるため入力されないが、依頼が

あれば技術的には追加入力は可能とのことである。 

  ○ しかしながら、ここでいう資材の数量は、設計会社での活用に応じてＢＩＭに入

力されている資材の数量を分析したものであり、固定資産評価に活用するためには、

竣工時の数量が必要となる。 

  ○ この点については、委員から以下のような意見があった。 

 

【各委員の主な意見】  

○ 多くの項目がＢＩＭから数値化が可能であり、資産評価へのＢＩＭの活用可能性

はあると考えられる。 

○ 施工時にＬＯＤ200 程度のＢＩＭモデルを更新し続けることは、施工会社ではし

ていないため、最終的な竣工情報を反映させたＢＩＭモデルを別途業務として発注

する仕組みが作れれば、評価作業の軽減につながるのではないか。 

 

  

集計・出力 
ＢＩＭから
の算出等 

備  考 

居室名、居室ごとの面積、天井高、階層

数のExcelによる出力 
○ 

 

各部分別や資材別の集計 △ 

BIMの構造上、内装と外装に分ける

ことができない。分けて入力する等追

加入力がなされれば可能 

建具の情報（縦寸法・横寸法、施工箇所

等）の一覧表の出力 
△ 

建具と部屋との関係性は建具表で表

すため、ＢＩＭには入力されない。 

所有者施工分とテナント業者施工分の分

別集計 
△ 

技術的には可能だが、追加入力等が

必要となる。 
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（３）ＢＩＭモデルの入力・提供の可能性（受注者側観点） 

○ 現状では竣工時のＢＩＭは作成されていないが、資産評価のために必要な情報が

追加入力された竣工時のＢＩＭが作成されれば、評価作業への活用の可能性は高ま

る。ただし、そのためには、発注者から受注者（設計・施工業者）に業務として資産

評価用のＢＩＭモデルの作成を依頼してもらう必要があり、かつ発注に当たっては

ＢＩＭに入力すべき情報や責任等を明確にする必要がある。 

○ しかし、発注者がその作業に応じた報酬を負担した上でＢＩＭモデルの作成を発

注するインセンティブは想定しづらいこと、また、資産評価に必要となるＢＩＭの

情報や仕様等を、発注者（納税者）と課税庁との間で、建物の発注時に予め規定して

おくことは困難と思われること等が大きな課題となる。 

○ 今後、発注者がＢＩＭのメリットを理解し、竣工時の情報を持ったＢＩＭモデルを

建物の所有者等が保有する事例が増加していけば、課税庁は所有者等が保有するＢ

ＩＭの提供を受けることで、数量を拾う部分等可能な範囲内で評価に活用できる可

能性はあるのではないか。 

○ また、ＢＩＭの一貫利用が進み、ＢＩＭモデルがＣＤＥ環境（※）におかれる等異

なるプレイヤーが建物の情報を活用できる環境が整備され、建設から維持管理にい

たるまで建物のライフサイクルに渡ってＢＩＭが活用されるようになれば、資産評

価にも活用できる可能性があるのではないか。 

  ※ ＣＤＥ環境とは、建設プロジェクトの情報がプロセスを通じて一か所に保存され

る場所をいう。 

 

○ この点については、委員から以下のような意見があった。 

 

【各委員の主な意見】  

○  資産評価のためのＢＩＭデータを作ることは可能だが、作業が発生するため、そ

の作業報酬と責任の整理が必要となる。 

○  ＢＩＭに資産評価の基礎となる数値を設計会社や施工会社が誤って入力した場合

はどうなるかというのがハードな問題で、会社として受けられるのかという問題が

ある。 
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○  資産評価の作業が上乗せされると設計費が上がるが、その設計費アップ以上のメ

リットがクライアント側にあるか。例えばＢＩＭによって資産評価できることで、

税制上優遇されるような仕組みがあればよいのではないか。 

○  建物データをＣＤＥ環境にあげ、資産価値を常に分かるようにする。改修履歴を

記録できる仕組みを作り、ブロックチェーンを利用して改修内容、履歴を追いかけ

られることで、建物の資産価値を減らさないことを可能にするインセンティブを企

業に与えてはどうか。  
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（４） ＢＩＭモデルの受領・活用の可能性(自治体側観点） 

○ 見積書や竣工図といった２次元のデータではなく、ＢＩＭという情報量の多い電

子的情報から、必要な数量等の情報を正しく出力し、活用するためには、自治体側

のＢＩＭと評価に習熟した人材が必要となる。ＢＩＭのソフトウェアの導入も必要

であることから、評価体制として人材育成や設備面も含めた環境整備が必要となる。 

○ 家屋に係る固定資産税は、申告納税制度ではない。自治体は固定資産の評価のた

めに質問や検査を行うことができるが、納税者がＢＩＭデータを保有していたとし

ても、どこまで協力を求められるかが問題となる。 

○ この点については、委員から以下のような意見があった。 

 

 【各委員の主な意見】  

〇 ＢＩＭを扱うには、例えばソフトを開く必要があるかによって、必要な知識やソ

フトウェアが変わってくるのではないか。 

〇 ＢＩＭデータの内容を正しく理解し、確認することは実は難しい。設計を分かっ

ている人でも、ＢＩＭデータを扱っていない場合には全く分からないので、設計事

務所外の者がＢＩＭを見たらもっと分からないのではないか。 

〇 紙で出すのか、それともデータで出すのかというところは、さすがにどこまで協

力を求められるのかといった懸念はある。 

〇 償却資産とは異なり、家屋は申告ではなく任意に資料を提出いただき、調査に応

じていただいているということに留意が必要である。 

○ 任意の資料提供という点に若干の誤解があると思う。質問検査権という、協力し

ない者には罰則の適用もあるような法規定になっている。 

○ データを依頼する時に常に問題となるが、データを出すためにコストがかかるの

で民間の方から出したくないということが様々な場面である。簡易にデータを出す

ことかできるということになれば、ＢＩＭの活用も進むのではないかと思う。 

○ 実際には、見積書ないしは竣工図面といったところから数量を拾う場合が多いが、

竣工図面としてでき上がったＣＡＤの図面や、見積書などのExcelデータが電子媒体

で提供されればまずは十分ともいえる。 
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（参考）固定資産税に関する質問検査権等の規定 

 

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）（抄） 

（徴税吏員等の固定資産税に関する調査に係る質問検査権） 

第三百五十三条 市町村の徴税吏員、固定資産評価員又は固定資産評価補助員は、固

定資産税の賦課徴収に関する調査のために必要がある場合においては、次に掲げる

者に質問し、又は第一号若しくは第二号の者の事業に関する帳簿書類（その作成又

は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては

認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁

的記録を含む。次条第一項第一号及び第二号、第三百九十六条第一項、第三百九十

六条の二第一項第六号並びに第三百九十七条第一項第一号及び第二号において同

じ。）その他の物件を検査し、若しくは当該物件（その写しを含む。）の提示若し

くは提出を求めることができる。 

一 納税義務者又は納税義務があると認められる者 

二 前号に掲げる者に金銭又は物品を給付する義務があると認められる者 

三 前二号に掲げる者以外の者で当該固定資産税の賦課徴収に関し直接関係がある

と認められる者 

２～６ （略） 

 

（固定資産の評価に関する事務に従事する市町村の職員の任務） 

第四百三条 （略） 

２ 固定資産の評価に関する事務に従事する市町村の職員は、総務大臣及び道府県知

事の助言によつて、且つ、納税者とともにする実地調査、納税者に対する質問、納税

者の申告書の調査等のあらゆる方法によつて、公正な評価をするように努めなけれ

ばならない。 

 

（固定資産の実地調査） 

第四百八条 市町村長は、固定資産評価員又は固定資産評価補助員に当該市町村所在

の固定資産の状況を毎年少くとも一回実地に調査させなければならない。 
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Ⅴ 各委員の主な意見 

○ 技術に適した評価のあり方を考えるべきというのは、理想として同じ考えであ

るが、現実には増税にならないかということが、まずは最初の関心事である。し

たがって、目指すところは今の仕組みを効率化し、今のやり方と同じ結果を効率

的に出すものという姿をまず担保するところが第一歩と思っている。 

○ 固定資産の評価に、課税庁側が全責任を負っているという現状に無理があると

認識している。一定程度の責任を納税者側に持っていただく、あるいは評価に関

する責任は分かち合うという発想が今後重要になってきて、その中でデータによ

る提出、データでない場合の不利益というものがあり得るのではないだろうか。 

○ 現状、評価に使っている見積書や竣工図のような紙の資料を、デジタル情報で

制度的に原則として提供してもらえる仕組みができれば、大きく前進すると思う。 

○ ＢＩＭを社会インフラとしてみんなで使うのか、固定資産のために使うのか慎

重に考えるべきである。大きな仕組みにしようとするとコストがかかるので、社

会的にどう負担するかを併せて考えないと続かない仕組みになるのではないか。 

○ 効率化と労務不足は、同じようで異なるものである。効率化はそれができれば

よくなるが、やらなくても現状は維持できる一方、労務不足はそのままにしてお

けず、解決しなければならない。労務不足に注目して、様々な分野で動かなけれ

ばならないとなった時に、ＢＩＭは設計、施工、建築確認申請、資産評価、施設管

理、サービスと全てに関わってくるので、国は、それぞれの分野でおきている労

務不足を解決する技術としてＢＩＭを利用するといった視点で分析していく必要

があるのではないか。 

○ 固定資産税の家屋評価は、全国を統一的に網羅しているという意味で貴重な仕

組みである一方、この情報化・機械化は避けて通れないというときに、家屋評価

のある意味古い仕組みに、ＢＩＭという新しい仕組みを合わせるのではなく、む

しろ逆の発想をしなければ、せっかくの新しいものが活用できないのではないか。 

○ ＢＩＭは将来の技術という世界観を見据えながら、固定資産評価がこれをリー

ドしていくというより、設計の現場が変化する中において、固定資産税がそれに

置いていかれないようにするということの方が正しい姿だろう。そういった動き

にきちんとアンテナを張って、その恩恵を享受していく姿を追求し続けていくこ

とのほうが重要ではないか。 
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Ⅵ まとめ 

 

国内におけるＢＩＭの活用状況から、固定資産税の評価という視点でＢＩＭ活用の可

能性があるのか、あるとすればどのような点が課題としてあるのかについて議論を進め

たところ、現状は竣工時のＢＩＭの不存在等から固定資産税の評価への活用は難しく、

また、固定資産税の評価のために必要な情報の追加入力等を企業に求める必要がある等

課題が少なくないことが分かった。 

今後、ＢＩＭが建築の各フェーズで一貫利用され、ファシリティマネジメント等の観

点から建物の資産価値を高めるものとして、所有者等不動産関係者の間でＢＩＭモデル

が保有・共有されるようになっていけば、その情報を固定資産税の評価にも活用してい

ける可能性がみえてくるのではないかとの結論に至ったものである。 

また、国内の建築資材のコード体系は、現状では標準化されていないが、共通のコード

体系が構築されることにより、ＢＩＭでの資材の分類集計や関係者間でのＢＩＭ情報の

流通へとつながり、さらには資産評価との連携の鍵となると考えられる。ただし、国内で

共通コード体系が構築された場合でも、コードを活用した評点項目との紐付けについて

は、そのルールの作成主体等の課題は依然として存在する。 

しかしながら、課税庁における評価の現場では、評価対象の建物が多様化・複雑化する

一方、評価担当職員数は減少する傾向にあり、評価業務の効率化は避けて通れない喫緊

の課題である。 

今回研究したＢＩＭのような新しい情報化技術を評価業務のプロセスに取り込むこと

ができれば、評価の効率化に資すると考えられることから、更なる研究を進めていくこ

とが肝要である。 

今年度の当研究会の研究成果が、今後の固定資産税の評価の効率化への一助となれば

幸いである。 
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BIM Building Information Modeling
建築情報を高度に活用するワークフロー

BIMとは？

BIMの基本性能について

資産評価システムに関する調査研究委員会

≪主な項目≫
・ＢＩＭとは
・国内の特徴
・設計ＢＩＭと施工ＢＩＭ
・LODとは

・ＢＩＭの現状
・ＢＩＭの一貫利用

日建設計作成資料
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【メリット】
・図面など修正や編集作業の効率化
・データの受け渡しが容易
・⼊⼒のルール化により手戻り削減

【デメリット】
・ソフトのランニングコストが⾼い
・１つのデータを複数人で作業しづらい
・ソフト毎のデータ互換性に左右される

【その他】
・手書きをデジタルに清書したもの
・デジタルの線と面の集合体

CAD

【メリット】
・直感でイメージを手書き図面・パース化
・スケール感覚を養える
・紙とペンがあれば、その場で情報共有

【デメリット】
・設計変更する際にわかりづらくなる
・ベクトルデータとして保存できない
・原図を複数人で共有できない
・持ち運び等の物理的制限がある

【その他】
・事実でないことも書けてしまう
・独特の図面表現が成熟してきた

手書き
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BIMの誤解

BIM ≠ 3次元の設計ツール

【メリット】
－1つのデータを複数人で作業できる
－データ連携により2次利⽤ができる
－モデルから図面を出⼒

【デメリット】
－⼊⼒項目が多いため知識が必要
－アウトプットを⾒据えるスキル
－各ツールの表現に左右される

【その他】
－オブジェクトに情報が⼊っている

BIM

▲ BIM
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国内の特徴② 発注者側でBIMの目的が未整理

※海外ではプロジェクト毎にＢＩＭ計画書を受注者が作成

国内の特徴① 施工図面の業務範囲が異なる

日本

アメリカ
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LODとは

Level Of Detail
BIMモデルの部位ごとの詳細さを表す尺度

Level Of Development
BIMモデルのある進捗段階での部位ごとの確かさ

LODとは？

設計フェーズのBIMと施工フェーズのBIM

設計BIMと施行BIMがそれぞれ存在
BIMの一貫利用がされていない現状
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LOD300

LOD100
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出展：日本建築士会連合会HP

LOD400

LOD300

─35─



BIMの現状

出展：日本建築士会連合会HP

LOD400
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データ連携の方向性

現状

全体最適化
データ流通性

個別最適化
データの分断

BIMの指向

各フェーズを繋ぐことが大切
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CDE（公共データ環境）とは建設プロジェクトの情報がプロセスを通じ
て一か所に中心保存場所を示します。CDEの内容はBIM環境で作られた

資産情報に限定しません。書類、グラフ ィ ッ クモデル、グラフ ィ ッ ク
でない資産情報を含みます。一つの情報源を利用する為、プロジェク
トメンバーの協同は強化され、間違いを減らし、重複を避けられなけ
ればなりません。

CDE
Common  

Data  
Environment

出 典： http://www.bimireland.ie/2015/11/05/pas-1192-common-data-environment-video-posted-on-citas-youtube-channel/

①「各フェーズ利用」から「一貫利用」へ

データを一貫利用する為には、各社が自分のフェーズだけ考えてはい
けない。各社の競争領域を更に伸ばすことの出来る、「非競争領域」
としてデータのプラットフォームを作る必要がある。
この活動をCSV/Creating Shared Value(共有価値の創造）と捉え、建物の

サイクル全体で考える必要がある。

CSV
Creating Shared Value

①「各フェーズ利用」から「一貫利用」へ
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異なるコード体系の組み合わせ
オブジェクトの属性を定義

OmniClass™－属性

架構－構造体ー柱・床工法ー柱

UniFormat™－アセンブリ

地上階ー構造体
LODに類似

MasterFormat®－仕様

コンクリートー普通コンクリート
補強筋－異形鉄筋
型枠－在来工法の型枠

階層が深くなる

①「各フェーズ利用」から「一貫利用」へ

データ受け渡しのルール作りが必要
オブジェクトの属性や仕様を定義するもの

海外の例
OmniClass™：オブジェクトの属性
UniFormat™：部位別積算書式（発注者・施工者）
MasterFormat®：仕様の標準分類コード（設計者・施工者）

Code

①「各フェーズ利用」から「一貫利用」へ
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仕様の標準分類コード
材料別単価に紐づく

名称や品質寸法ではなくコードで管理
表現の揺らぎを許容しない仕組み
例：ビニルクロスor壁紙

MasterFormat®

①「各フェーズ利用」から「一貫利用」へ

部位別積算書式を定義
分類集計により内訳書式を作成

ユニットプライスデータと連動
仕様変更時の即時コスト算出

UniFormat™

①「各フェーズ利用」から「一貫利用」へ
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